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（導入・設置・設定）
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●ＩＴアウトソーシングという観点からのアンケート対象イメージ

部分的アウト
ソーシング

ＩＴライフサイクルでの運用・保守をターゲットとした場合のイメージ。業
務の企画なども行なうサービス（フルアウトソーシング）も含む

ITアウトソーシングの中では企画・構築と運用・管理に別かれ、今回は
システム運用・保守をアンケート対象とする

ＩＴインフラアウト
ソーシング

この解説書はＩＴサポートサービスの観
点から、主として継続的に発生する運用
業務のアウトソーシングを対象にしてい
ます。

対象のイメージを右図に示します

この解説書の対象

範囲

改善
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この解説書の対象

範囲



１．アウトソーシングって何？

アウトソーシングとは、業務やプロセス
の一部又は全部を、自社とは別の専門知
識を持つ事業体（子会社、協力会社、パ
ートナー、販売店、ベンダー、プロバイ
ダ等）に委託することをいいます。

３ ４

（１）広範囲、高度化にすすむアウトソーシング

一般的にアウトソーシングは、主として
事業の効率性やコスト削減を目的とする
「周辺業務委託型」と、高度技術や専門知
識を外部に求め競争力強化や事業変革と
その有効性を追求する「経営戦略型」に分
類でき、夫々の委託範囲は質量共に拡大
しつつあります。

特に「周辺業務委託型」は費用対効果が
比較的診易く、継続的な委託分野が多い為
、従来より既存業務や情報システム関連
業務を中心に外部事業者や子会社に委託
されていましたし、今後も広範囲、多岐
に亘り拡大し高度化するものと思われま
す。

中でも広範囲、高度化の変化が著しい
ＩＴシステムの運用や保守に関する業務
は、専門業者や企業に委託した方が急激
な変化に対応でき、自社業務に対して迅
速に反映出来ることから、これらの業務
を外部に委託する企業が増えています。

（非効率な自社運用）

（専門業者による運用）

0utsourcing

“餅は餅屋に！”



（２）必要性が高まるITシステム運用の為の
アウトソーシング

複雑化、高度化してきたITシステム
分野の外部委託拡大の背景には、自社の
「ＩＴ運営能力が追いつかない」
「高度ＩＴ能力を持つ人材が育たない」
「経営資源が少ない」
「コア業務に経営資源を集中させたい」
「ＩＴ環境変化に設備費等の固定費が膨らむ」
等が考えられます。

経営資源に限りある企業が市場競争力
に打ち勝っていく為には、自社のコア業

務以外のＩＴシステムの運用や保守、そ
の他周辺業務等を思い切ってアウトソー
シングすることは有意な選択肢との認識
が広がりつつあります。

即ち、無理に経営資源を持って全てを
自社運営するよりも、思い切った外部委託
の実現で、持てる経営資源をコア業務に集
中化させ、「持たないでも勝つ戦略」を
選択する企業が増えつつあると言うこと
です。

（少ない経営資源で競争に勝つ！）

（思い切った外部委託）

５ ６



２．何を目的にアウトソーシングをするのか

一般的には、自社に無い、又は弱い部分
を補完し、自社のリソースをより有効な
業務（営業部門など）に振り向けること
によって、自社の業績の向上、財務体質
の改善を図ることを目的とします。
企業内のＩＴシステムは、インターネッ
トを通した外部からの侵入に依る脅威、
重要データの内部からの漏洩等に対する
セキュリティ対策や、法的規制による企
業内部のデータの取扱いに対する、安全
性・信頼性の確保の仕組みの複雑化等、
その維持管理に益々、時間と費用が必要
となる傾向が進んでいます。

ＩＴ化は進めていかなければならないが、
企業の利益確保の為に、大きな投資は
なかなか難しい。このような状況の中で、
アウトソーシングは一つの選択肢として
検討する価値のあるものと考えられます。

運用・監視・保守
ヘルプデスク

運用系のアウトソーシングを
採用して開発が効率化したな

７ ８



①システムコスト、人的コストの削減
→ 自社の運用部隊による運用費用と比
較して、アウトソーシングの方が安い
場合にコストダウンが期待できます。

②本業務への集中による競争力強化
③システム管理者の負荷軽減

→ システム管理者が管理すべき項目は
多岐に亘ります。企業の差別化に関係
ない業務分野についてはアウトソーシ
ングを活用することで、システム管理
者は、本来やるべき重要（コア）な分
野に集中することが可能となります。

④業務の改革・改善
→ 自社の情報システムの運用管理にお
ける業務プロセスを切り離し、専門的

システム管理者の負荷軽減

システムの安定化

（１）アウトソーシング導入時に期待する効果
とは

厳しい企業競争を勝ち抜くために、IT
インフラの重要性が高まっており、アウ
トソーシングは経営戦略の一つ手段とし
て有効ですが、活用目的が不明確であれ
ば必ずしも期待した効果は得られません。
目的を明確にした上で、導入を検討する
必要があります。

能力・ノウハウを持った業者にアウト
ソーシングすることで、ビジネスプロ
セスの効率化や自社に無い専門的技術、
ノウハウの活用が可能です

⑤システムの安定化
→ ITは非常に変化の激しい分野であり、
現在は対応できていても、数年先には
対応できなくなるというリスクを外部
の専門部隊に任せることで回避するこ
とができ、常に最適なサービスを受け
ることができます

９ １０



⑥セキュリティの強化
→セキュリティの対策の不備は、社会
的信頼の失墜に直結します。日々新た
な手口の脅威が登場してくる中、セキ
ュリティの向上も不可欠となっていま
す。自社サーバの運用においても負担
が重くなるばかりです。メールサーバ
などでは、信頼性やコストを考え、ア
ウトソーシングするのも一つの手段で
す。

⑦費用の平準化および間接費用化
→アウトソーシング先のサービス内容
・契約にもよりますが、月々にかかる
費用を平準化することで、予算・投資
計画が立てやすくなります。
また、固定費から間接費に移行するこ
とで運用への柔軟性も確保出来ます。

⑧システム利用者の満足度向上
→アウトソーシングの活用することで、
従来対応できなかったシステム利用者
からの問い合わせに対応できるように
なったり、レスポンスが向上したりす
ることで、結果としてシステム利用者

費用の平準化

利用者の満足度向上

セキュリティの強化

の満足度向上につながります

１１ １２



３．アウトソーシングの形態は？

アウトソーシングの形態は、対象とする
業務の、企画・管理・運用等全てのプロ
セスを任せてしまうフルアウトソーシン
グから、コンピュータのオペレーション
だけを任せる、一部のアウトソーシング
まで、様々あり、どの形態が自社にとっ
て最も効率的・経済的かはそれぞれの状
況によって異なってきます。

例えば、ある業務全てを行う１部門を子
会社化する場合、信頼できる会社の位置
付けになるでしょうから、企画から運用
・オペレーションまでの全てをアウトソ
ースすることが出来るでしょう。コント
ロールできる機能を持ちたいならば企画
・管理・改善を行う部署を残し、それか
ら先のプロセスをアウトソースする方法
もあります。
自社内でノウハウの蓄積を行いたい場合
は、保守・オペレーションの部分をアウ
トソースすることも出来ます。
何れの場合にも重要なのは、お互いの責
任範囲を明確化しておくことと、アウトソー

企画・管理・改善

設計

運用・保守

オペレーション

どこまでアウ
トソース

すべきか？！

１３ １４

スすることによるメリット（時にはデメリットも
）と目標を「見える化」しておくことです。
これにより、後日の問題の発生を最小限
に抑えることができます。



①常駐型
ヘルプデスクなど常駐してサービスを
提供するタイプ。常時サービスを受け
られるので特定業務に特化した柔軟な
対応が可能です。

②定期訪問型
機器の定期メンテナンス、定期点検や
操作説明サービスなど。時間的制約が
あります。

③不定期訪問型
障害発生時のサポートや保守サービス
など。何かの問題や事象が発生した場
合のみサビスを受けるものなどがあり
ます。

④リモート接続型
遠隔からサーバー、ネットワークを監
視するサービス。特定の業務に特化し
提供されることが多い。

⑤レンタル型
ホスティング、機器レンタルと管理サ

常駐ヘルプデスク

定期訪問による操作指導

不定期訪問による機械保守

リモート接続による
サーバー監視

レンタル機器とサービス
が設置になったもの

インターネットを介した業
務アプリケーション提供

SaaS/ASP

アウトソーシングはサービス内容などに
より様々な形態で提供されます。業務内
容により適切な提供形態を選択する必要
があります。

ービスがセットになったものなどがあ
ります。

⑥SaaS/ASP型
インターネットやその他ネットワーク
回線を介して業務アプリケーションを
サービス提供するタイプ。機器資産や
ソフトウェア資産、保守費用などが不
要となります。

１５ １６



①ヘルプデスク
顧客や社員など情報システムの利用者
からの問い合わせに対処する。
業務処理やＰＣの使用法、トラブル時
の対処法などの問い合わせに対処する。
情報システムと関係無く、不特定多数
の人からの注文や問い合せを集中処理
するコールセンターとは区別される。

②システム・オペレーション
決められた手順に従って情報システム
の操作を行う。
内容は、システムや業務の起動・停止、
バックアップ取得、印刷物の配送、社
内外との情報交換媒体（磁気テープな
ど）のハンドリングなど様々ある。

③システム監視
情報システムに異常が発生していない
か常時監視し、異常発生時に関係部門
に通知する。

一方、ベンダーが提供するアウトソーシ
ングのサービスの種類は様々で、期待す
る目的に適したサービスの選択が必要と
なります。

ヘルプデスク

オペレーション業務

１７ １８

システム利用者

問い合せ
回答

システム・オペレーション

システム監視

警告
通知

システム管理者

オペレータ
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④システム運用・支援
システムの運用中に発生する様々な技
術問題やトラブルへ対処したり、運用
担当者の問題解決を支援したりする。
複数のベンダー製品を組み合わせたシ
ステムが使われ、問題解決に専門のノ
ウハウが必要になってきている。

⑤ハウジング
従来は、システム部門と同じ建家に設
置し、運用するのが普通だった情報シ
ステムを、停電や災害に備えて、回線
や電源設備の整ったセンターで預かる。
同時にシステム・オペレーションを代
行する場合もある。

⑥ホスティング
ベンダーがセンターに準備した、サー
バやネットワークなどの機器や機能の
一部を、企業向けに貸し出す。
企業は、情報システム購入や システム
運用を行う必要がない。
一般的には、インターネット向けの情
報発信に使われ、業務処理に使われる
ASPやSaaSとは区別される。

システム管理者

ベンダーA

ベンダーB

システム運用・
支援

助言
対処

A社

B社 システム・センター

システム・センター

A社

B社

ハウジング

ホスティング



４．安心できるアウトソーシングとは

アウトソーシングの利用を考えていない
企業もあるでしょう。例えば、独自技術
が外部に流出するのを防ぐために、全て
の要員を社内で調達している、検討した
ことはあるが委託費用が高いため諦めた、
まだまだセキュリティに不安があり委託
先から情報が漏れる可能性が否定できな
い等、各種理由が考えられます。委託条
件の改善や、不安が取り除かれないとア
ウトソーシングの実施には踏み切れない
でしょう。
また、従業員の少ない中小企業では、そ
のための人を確保出来ない、教育に時間
を掛ける事が出来ない等の様々な事情を
抱えています。信頼出来る委託先とは
①専門知識を持ちそれを活用している
②セキュリティやバックアップ対策が充分
③施設・設備が充実している
④委託業務への改善策の提案がある
⑤契約内容（ＳＬＡ）が明確である
等を満たしている事が挙げられますが、
最も重要なのは、委託先との関係がオープ
ンでコミュニケーションが、充分にとれること

アウトソーシングも良いが
セキュリティや費用が心配だ

導入してみたら、なかなか使える！
委託業務範囲をもう少し拡大して

みようか

２１ ２２

です。
ベンダー・販売店側も、より使いやすい
メニューを検討しリリースしています。
これらのメニューをうまく利用し、自社
の業務の効率化・高度化や、数年先を見
据えた要員のスキルアップを行うための
手段として、アウトソーシングを検討し
てみることは、決して無駄にはならない
でしょう。



（１）効率的なITシステム運営の為のアウト
ソーシングの種類

ITシステムを効率的に運営し、より高
い効果を求める為には、夫々の企業が抱
える課題と期待、その為にどの分野をア
ウトソーシングするかを見極める必要が
あります。

ITシステムのライフサイクルの切り口
で、アウトソーシング分野を診て見ます
と・・・

①企画検討：ITシステムの調査・コンサルテ
ーション・プロジェクト

②開発構築：ITシステムやインフラの開発
や構築・教育・ソフト委託

③運営保守：運用マネジメント・システム管
理・システムやインフラ運用保
守・オペレーション業務

④更新廃棄：ITシステムのリユースや次期
の為の調査・企画のコンサルテ
ーション

（受託企業）

（委託企業）

（ＩＴシステムの運用や保守）

となり、中でも③の運営保守におけるア
ウトソーシングは継続した業務委託であ
りアウトソーシング効果抽出の為の重要
な分野と言えます。

ＩＴシステム以外では、「開発」
「生産」「営業」「物流」「財務」
「人事」等多岐に亘る業務も外部委託と
言う意味ではアウトソーシングと言えま
す。

２３ ２４



①業務を見直します
既存業務のムリ、ムラ、ムダを検証し
ます。既存業務をそのままアウトソー
シングすると、逆に費用がかさむこと
もあります。また、委託業者が持つ高
い専門知識（技術）が十分生かされず、
効果が期待できません。

②委託する業務を選定します
企業の根幹となる戦略策定、開発、設
計、販売などに社内の人材をシフトし、
高い専門技術が必要な業務（ＩＴ、ネ

ットワーク運用や管理など）や、ルー
チンワークなど、委託業者に任せたほ
うが効果があったり、効率がよい業務
を選択します。

アウトソーシング導入の目標は増益

今までの殻を破って、業務見直し

運用 管理

ルーチンワーク
根幹となる業務
への集中

アウトソーシング

（２）アウトソーシングの導入にはどのような
考慮が必要か

アウトソーシング導入に躊躇している
企業では導入にあたってのいくつかの不
安があるでしょう。例えば、費用対効果
が判らない、セキュリティに不安がある、
導入のためのスキルが無い等が考えられ
ますが、導入の検討にあたっては次の事
を考慮しておく必要があります。

③委託する業務の専門業者を選びます。
価格も重要ですが、業者の実績や改善
提案力も重視する必要があります。豊
富な経験から、業務改善や戦略に役立
つ仕組みの提案などがあれば多少価格
が高くても、増益につながります。

２５ ２６



アウトソーシングする場合には、メリ
ットだけでなくデメリットもあることを
忘れてはいけません。適切なアウトソー
シング先の選定が必要です。

アウトソーシングサービスを提供する
ベンダーを選定する際には、様々な視点
から提供ベンダーを評価し、選定する必
要があります。

以下にベンダー選定の際に考慮すべき
ポイントを記載しますが、やはり自企業
から見て効果が見込める条件を選択する
のが良いでしょう。

①ベンダーが提供するサービス内容・
品質が期待する内容である

②費用対効果が満足できる水準であ
③技術者に十分な技術／スキルがある
④セキュリティ・情報漏えい対策が十

分である
⑤建物・設備（ファシリティ）が充実
⑥センターの立地がよい

（近い or 地震が少ないなど） 自社の関連会社 建物・設備が充実

センターの立地がよい

サービス内容・品質がよい
技術／スキルが十分

セキュリティ
情報漏えい対策が十分

（３）アウトソーシング導入時のベンダーの
選択基準

２７ ２８

⑦自社の関連会社



①システムを業者に任せる事で自社社員
のシステムスキルの低下が心配な時
→まずは自社社員が本来やるべき業務
なのかを検討します。将来、他社との
差別化に自社社員のシステムスキルが
重要となるのであれば無理にアウトソ
ーシングをしなくてもよいでしょう。

②アウトソーサーの情報漏洩などのセキ
ュリティ事故が心配
→アウトソーサーが原因となり、情報
事件や事故となった過去のケースもあ
ります。適切なアウトソーシング先の
選定と、導入後、任せきりにせず統制
・監視を行なうとよいでしょう。

③社内機密・ノウハウの流出
→ 自社固有の社内機密・ノウハウの外部
流出には、十分留意する必要があります。

企業がアウトソーシングを行う上での

不安点、危惧する点に対して、どのよう
な観点で対応を考えればよいかを下記に
記載します。

自社社員の
システムスキル低下

セキュリティ事故
情報漏えい

社内機密
ノウハウの流出

（４）アウトソーシング導入にあたっての不安
とその対策

情報管理には万全を期し、信頼できるア
ウトソーサーを選定することは重要です。
ある業務を全面的にアウトソーシングす
ると、その業務に関して蓄積してきたノ
ウハウが継承できなくなり、喪失してし
うことがあります。アウトソーシング業
務の選定は単にコスト面だけではなく、
自社の強みを充分に考えた上での委託が
必要です。

２９ ３０



④自社システムのノウハウの無い他の業
者で、運用がうまくいくのか・・・
→アウトソーサーが得意とする分野は
早期に効果が期待できますが、ノウハ
ウの必要な特殊業務の場合ほど時間が
必要となります。中長期的視点でコス
トとメリット／デメリットを比較し、
任せるかを検討してください。

ノウハウの必要な分野の
アウトソーシングは充分
検討しよう

３１ ３２



①アウトソーシングした業務がブラッボ
ックス化する。

対策→業務を丸投げせず、常に業務状況
を把握、管理することで回避できます。
定期的な報告書の提出や作業報告を契
約事項（ＳＬＡ）に加えるなどが対策
になります。

②自社にノウハウが残らない。
対策→委託先に業務内容を文書化したも

のの提出を求めます。自社の人が見て
解る内容であることを必ず確認しまし
ょう。

③機密情報の流出

対策→アウトソーシング業者がプライバ
シーマークを取得しているかを確認しま

業者に任せ
ているから
解らない

なぁ

この報告書
どこから

データを集
めるの？

情報漏えい
が心配だ

パソコンの
動きがおか
しいんですけ

ど

うーん？
どうやってる
んだろー？？

（５）アウトソーシング導入にあたっての
デメリットとその対策

アウトソーシングの導入を検討する場合、
メリット・デメリットを充分検討する必
要がありますが、懸念事項を検討し対策
を立てておく必要があります。以下は一
般的に考えられるデメリットとその対策
です。

しょう。また、機密情報保護に関する覚
書を作成し、自社と業者間でお互いに了
解し合うことも流出防止の対策になり
ます。

３３ ３４



アウトソーシング導入前に現状の対象業
務内容を整理し、対象業務にかかってい
たコスト等を把握しておくことで、導入
後の効果を測定する事が出来ます

サーバー管理者の日常業務（稼動確認・
エンドユーザーからの問合せ対応・保守
）などを委託する場合、業務内容、人件
費、残業代、対応時間などを把握したり、
本来の業務（企画立案・改善）などへの
対応状況を把握することで導入後の効果
について確認することができます。

業務内容を事前に調査
業務にかかる時間などを把握

業務を行う上での
費用を把握します

契約後に効果を確認します

（６）アウトソーシング導入前と導入後の
ギャップの測定

３５ ３６



総所有コスト（ＴＣＯ：Total Cost of
Ownership ）とは

コンピュータの高性能化、ハードウ
ェア価格低下に伴い、初期導入費より
も導入後の運用や管理に係わる費用が
相対的に大きくなっています。

よって新しいシステムを導入する場
合、従来は初期導入費が導入を決める
ための大きな指標でしたが、現在は運
用や管理費用などを含めたトータルな
費用を考慮することが一般的になって
います。

このシステムの導入から次期システ
ムへの更新まで（システムのライフサ
イクル全体）にかかわる費用の合計の
ことを総所有コスト（ＴＣＯ）と呼ん
でいます。

他の費用

故障損失

改造修正

故障対応

セキュリティ
管理運用

構成変更

導入教育

アップ
グレード

操作問
合せ対応

導入費

保守 サポート

開発 構築導入

ハード
ウェア

ソフト
ウェア

機器管理 技術習得
その他

その他

３７ ３８

コラム



業務システムはいかに効率よく使い続け
ていくかも考えなければなりません。
そのときに業務システムを自社で運用す
るのではなくアウトソーシングすること
も検討材料のひとつになります。

システムの規模などにより以下の形態が
考えられます。

①自社にシステム設備があり、運用を
委託する

②自社のサーバーを事業者の設備を
借りて使用する

③事業者のサーバーの一部を借りて
使用する

④事業者のサーバーから、ソフトウェ
アの機能で必要なものだけを使用す
る

サーバーから必要な機能のみ
ダウンロード

事業者の設備を借りて
使用

運用を委託

検討事例１．「運用業務」のアウトソーシ
ング導入

３９ ４０



アウトソーシングすることが決まった場
合、どの範囲までを委託するかを考えま
す。

システム予算やセキュリティなどを考慮
して決める必要があります。

①運用方法の検討などからシステム運
用業務全般

②オペレーション業務などシステム運
用業務の一部

③アプリケーションシステムを含めた
システム運用業務システムの保守作
業（ハードウェアやOS、ミドルウ
ェアなど）

④システム監視業務

システム監視

オペレーション

運用方法検討会

システム保守

４１ ４２



システムを使う上での疑問点の問合せ

を開発担当者ではなく、専用のチーム

（ヘルプデスク）で対応することがあり

ます。

システムの規模や問合せの人数などによ

り以下の形態が考えられます。

①自社のヘルプデスクチームに要員を

派遣（管理は自社、対応要員は全て

委託）

②自社内の設備にて、ヘルプデスクチ

ームに全てを委託（管理も含め委託）

③他事業者の設備内に、問合せを受け

る環境を用意し、対応を依頼

他事業者の設備でのヘルプデスクの対応

ヘルプデスクの委託

検討事例２．「ヘルプデスク」のアウトソーシ
ング導入

４３ ４４



アウトソーシングする内容について、自
社の本業と関係ない部分については自社
で要員を育てるよりも外部委託した方が
良い場合もあります。

①ネットワークなどのインフラのヘル
プデスク

②PCなどのハードウェア系ヘルプデス
ク（故障機器の手配など含む）

③OS系ヘルプデスク（ソフトウェア障
害なども対応）

④一般的なアプリケーションソフトの
ヘルプデスク（文書作成ソフトや表
計算など）

⑤社内システムのヘルプデスク

ネットワークのプロを自社
で育てる必要がありますか

パソコンの故障は自分達
で直しますか

アプリケーションソフトのプロになりますか。
営業のプロになりますか。

４５ ４６



ＳａａＳとＡＳＰの違いについて

・SaaSとは、（Software as a Service）
の頭文字をとって表現されたものです。
その意味はライセンスを購入してから
利用するパッケージソフトに対して、
使いたいときに必要に応じて申し込み
をすれば、すぐにソフトウエアの利用
が受けられるサービス、という内容で、
必要な機能を有料で利用できるサービ
スです。

・ASPとは，(Application Service Pro
-vider）の頭文字をとって表現された
ものです。直訳すると“Provider”と
いう文字があるので、業者？というよ
うな意味と捕らえがちですが、そうで
はなく、“ユーザーが必要とするシス

SａａS/ASPの特徴

導入・稼動の利便性

コストパフォーマンス

ＳａａＳは経済産業省が中小企業向けの
ＩＴによる効率化推進の一環として推進
しているものですが導入に踏み切れない
でいる企業が多いようです。

テムの機能を、ネットワークを通じ提
供するサービス” という意味合いです。
この点ではＳａａＳと同じですが、Ａ
ＳＰの場合、コンピュータの設備等の
資産を企業側で持つなど、色々な形態
があります。

SaaSの特徴
①ASPサービスでの提供を前提として

設計されているのでパフォーマンス、
ユーザインターフェイスに優れたサ
ービスを提供できるベンダーが多数
あり、開発ベンダーがホスティング
も行うケースが主なので、ユーザー
の利用に支障が起こらない運用形態
になっています。

４７ ４８

５．ＳａａＳ／ＡＳＰの利用に関して



②複数のサーバー、ＤＢなどのリソース
を複数のユーザーで共有出来るためコ
ストパフォーマンスに優れており、利
用側から見ると安い料金で利用できま
す。（マルチテナントという表現をす
る場合もあります）

③カスタマイズ可であり、他アプリケー
ションソフトとの連携も可能なため、
幅広いユーザーニーズに対応できる仕
組みを提供できます。

ASPの特徴
①月額料金支払いなどのサービスが多い

のでコスト面で利点が多い。
②自社開発に比べ、導入、稼動が迅速で

かつ容易ですが基本的にはカストマイ
ズ不可。

③わずらわしい運用管理をASP業者に任
せられる。

等ですが、現状ではＳａａＳとＡＳＰの
区別がなくなってきており、利用側から
見たときに

運用管理の一任

カスタマイズ等の拡張性

導入・稼動の利便性

４９ ５０

「必要なソフトウェアをネットワーク経由で
利用し、利用した分の料金を、例えば
月額で支払うことのできるサービス」とい
う観点では、ＳａａＳとＡＳＰは同等
とみなして良いでしょう。



①業務効率向上
各部門にて使用している各々独立した
自社開発ソフトを一掃し、それぞれの
業務が円滑に行われるように、Ｓａａ
Ｓ／ＡＳＰを有効活用したい。

②経費削減
ライセンスを購入してから利用する高
額なパッケージソフトの利用ではなく、
もっとコストを抑えたい。

③ＩＴ技術の推進
自社でのシステム構築により多大な経
費と労力をかけたくない。迅速かつ容
易に導入、稼動を行い、かつ最新の技
術を含めたシステム活用を行いたい。

④自社の業務展開に沿ったアプリが見つ
かったから

ＳａａＳ／ＡＳＰの利用にはさまざまな
ユーザーのニーズにおける動機や目的が
あります、それら代表的内容を記載しま
す。

業務効率向上

ＩＰＯをきっかけに

・ＩＰＯ(Initial Public Offering)
上場をきっかけとして業務システムの見直しを行いたいケース。

※ＩＰＯは１例で“企業の大きな変革時”と置き換えもできる。

経費削減

ＩＴ技術の推進

当社の業務展開に沿った
アプリが見つかったから

従来と違い、カスタマイズの柔軟性、
ユーザーインターフェースの充実があ
り、ニーズを満たすサービスの提供が
見つかったので導入を行った。

５１ ５２



①財務・経理

企業の会計、精算、キャッシュフロー

の管理などを行うサービスが多く提供

されています。
②人事・給与

社員の勤怠、給与、年末調整、タイム
カード、評価管理などを行うサービス
が多く提供されています。

③社内ＩＴ（メール、イントラＷｅｂ、
ワークフロー）

社内電子決裁（ワークフロー）、社内
メール、掲示板、チャットなどのサー
ビスが多く提供されています。

④ＳＦＡ（sales force automation ）
コンタクト管理、行動管理、などCRM

（customer relationship Ｍanagement）
の一環として行われ、最近ではDBマー
ケティング活動も含めた総合的ツールへ
と進化したサービスが多く提供されてい
ます。

ＳａａＳ／ＡＳＰの利用業務については、
導入事例が多そうな代表的なものをいく
つか掲げてみます。

財務・経理

販売管理・発注

人事・給与

社内ＩＴ

ＳＦＡ

⑤販売管理・発注
売上、在庫、仕入、発注管理、また請
求管理、顧客管理など幅広く多彩なサ
ービスが多く提供されています。

５３ ５４



ＳａａＳ／ＡＳＰを利用しない場合、企
業内で使用する、基幹業務アプリケーシ
ョンの調達方法に関しては、下記のよう
に、自社開発、委託開発、パッケージ購
入の、大きく３つに分類されます。

それらをいくつかの条件で比較したものが
以下の表です。

それぞれメリット、デメリットを考慮つ

つ、複合的に利用することが効果的です。

社内の人員リソースを使
用し、自社に合った基幹
業務アプリケーションを
設計・開発・保守する。

自社の仕様要求を伝え、
外部開発会社に基幹業
務アプリケーションを設
計・開発・保守を委託す
る。

自社の要求に比較的近
い市販パッケージ製品
を選択し購入利用する。

参考．ＳａａＳ／ＡＳＰを利用しない場合の
検討事項

自社開発 ◎ ○ ◎ ○ ×

委託開発 ◎ × △ △ ○

パッケージ購入 △ ◎ × ○ ◎

現
状
業
務
に
適
合
す
る
か

開
発
／
購
入
に
関
わ
る

コ
ス
ト
は
安
い
か

機
能
追
加
・変
更
・修
正

は
容
易
か

導
入
後
の
運
用
コ
ス
ト
は

安
い
か

社
内
の
人
的
資
源
を
使
用

せ
ず
に
済
む
か

５５ ５６



様々な不慮事象から、企業活動を守る計画
－ＢＣＰ－

５７ ５８

重要なことは、事業を継続する為の手段
を検討・認識し、ポリシーを持って実行す
ることです。

企業継続計画（ＢＣＰ）について

コラム

アウトソーシングを導入するひとつの目的
としてＢＣＰを考慮することがあります。

大規模な自然災害やシステム障害が発生し
た際にも、ビジネス（事業）を確実に継続
するために、企業は「ビジネス継続計画
(BCP: business continuity plan)」 を策定す

る必要があります。

BCPの策定には色々な方法がありますが、
大別すると下記のような項目があります。
（これらに関し、PDCAサイクルを廻すことが

理想です）

全社横断的なタスクフォースの設置

守るべきもの（人命、設備、データ）の洗い出し
想定されるリスク/インシデント（災害、戦略・財

務・労務リスク、コンプライアンス、大規模ウイル
ス感染等）の洗い出し

事業継続プランの作成
経営者に対し、事業継続プランのレビュー/承認
シュミレーション/演習

但し、ＢＣＰをもっと身近に考えてみると、
例えば停電に備えＵＰＳを導入するとか、
損害保険をかける等も該当するでしょう。
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Ｃ 社団法人 日本コンピュータシステム販売店協会 2008

加藤 誠 ＮＥＣフィールディング株式会社
木村 晋哉 ＮＥＣフィールディング株式会社
黒木 直樹 トレンドマイクロ株式会社
小滝 謙介 ＪＢサービス株式会社
後藤 整 株式会社大塚商会
佐藤 昭博 株式会社富士通エフサス
鈴木 規純 株式会社ブロードリーフ
福岡 貞夫 東芝情報機器株式会社
藤本 昌宏 株式会社シー・シー・ダブル
馬庭 崇 株式会社富士通エフサス

岩崎 透
古田 正武 日本コンピュータシステム販売店協会
山田 勝正 日本コンピュータシステム販売店協会


